
新型インフルエンザ対策について（１）

★高病原性鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１型）による家禽等への感染が
世界的に流行しています。また、この鳥インフルエンザウイルスが東
南アジアを中心に人に感染し、死亡する事例が数多く報告されていま
す。（2009/2/2）
１５カ国：感染者数 ４０４名 死亡者数２５４名 致死率６３％

★現在は鳥から人へ感染する局面ですが、このウイルスが変異し、人
から人に容易に感染する新型インフルエンザとなって、世界的な大流
行（パンデミック）を引き起こし、大きな健康被害とこれに伴う社会
的影響が懸念されています。

インフルエンザウイルス

1918年 スペインインフルエンザ（H1N1型） 4,000万人

1957年 アジアインフルエンザ（H2N2型） 200万人

1968年 香港インフルエンザ（H3N2型） 100万人

過去の世界的大流行

新型インフルエンザ(H5N1型) （国内予測）

医療機関受診者 最大2500万人 死亡者数 17～64万人

※三重県推計 最大36.8万人 死亡者数 9,400人

★人は新型インフルエンザに対する免疫をもっていないために、感染

が爆発的に拡大するおそれがあります。

概要と現状

想定される健康被害

【世界の死亡者数】

想定される経済被害
★欠勤率 ２０～４０％
★欠勤期間 １０日間程度
★到達時間（海外で発生してから日本到達）

２～４週間程度
★流行の波 ８週間程度
★日本の経済被害
ＧＤＰ損失：２０兆円（4.1%相当）
【事業者・職場における新型インフルエンザ
対策ガイドライン（改定案）】参考資料より



新型インフルエンザ対策について（２）

★事前の対策推進は、国では内閣府に「鳥インフルエンザ等に関
する関係省庁対策会議」、三重県では健康福祉部長を議長とする
「三重県新型インフルエンザ対策推進会議」を設置し推進します。
★発生時は、国では内閣総理大臣を本部長とする「新型インフル
エンザ対策本部」を、三重県では知事を本部長とする「三重県新
型インフルエンザ対策本部」を設置して対応します。

組織体制

プレパンデミックワクチンの備蓄

政府備蓄 １，０５０万人分（治療用）
３００万人分（予防投薬用）

都道府県備蓄 １，０５０万人分（治療用）
流通分 ４００万人分
計 ２，８００万人分

※三重県備蓄：152,000人分

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

政府備蓄
Ｈ１８年度 原液約1,000万人分（ベトナム株／インドネシア株）
Ｈ１９年度 原液約1,000万人分（中国株）
※プレパンデミックワクチン：鳥→人感染の患者又は鳥由来のウイル

スを基に製造されるワクチン。
パンデミックワクチン：実際に新型インフルエンザが出現した際に、

そのウイルスを基に作製するワクチン。

医療対応

○医療対応版対策行動計画、マニュアルの策定
○抗インフルエンザウイルス薬、防護具等の備蓄
○保健所に「感染症危機管理ネットワーク」の設置
○実地訓練・研修会の実施
○情報提供体制の整備（三重県感染症情報センター）
○正しい知識の啓発

○県庁機能の維持（社会対応版対策行動計画）
○企業、市町等のＢＣＰの作成啓発
○正しい知識の啓発

社会対応

○不要不急の外出を避ける
○集会、講演会などの開催、参加を自粛する
○外出時にはマスクを着用する
○外出後は手洗い、うがいをする
○食料・生活用品を備蓄する
○咳エチケットを励行する
○正しい知識を持つ

最大の感染拡大防護策

個人の感染予防策







                  

 

 

          

 

 

２ フェーズの概要 

フェーズ（医療対応分類） 

国内非発 
生 

国内発生 県内発生 
   定   義 

社会対応分
類 

フェーズ １ 
ヒトへ感染する可能性を持
つ型のウイルスを動物に検
出 

 

フェーズ ２ 
動物からヒトへ感染するリ
スクが高いウイルスが検出 

 

フェーズ ３ 

３Ａ ３Ｂ ３Ｃ 

ヒトへの新しい亜型のイン
フルエンザ感染が確認され
ているが、ヒトからヒトへ
の感染は基本的に無い 

未発生期 

フェーズ ４ 

４Ａ ４Ｂ ４Ｃ 

ヒトからヒトへの新しい亜
型のインフルエンザ感染が
確認されているが、感染集
団は小さく限られている 

フェーズ ５ 

５Ａ ５Ｂ  ５Ｃ 

ヒトからヒトへの新しい亜
型のインフルエンザ感染が
確認、大きな集団発生 

海外発生期 
国内発生期 
県内発生期 

フェーズ ６ 

６Ａ ６Ｂ ６Ｃ 
パンデミックが発生し、一
般社会で急速に感染が拡大 

後パンデミック期 
パンデミックが発生する前
の状態へ、急速に回復 

大規模流行
期 

 

 

３ 三重県の体制 
（１）対策本部の設置 

 

 

 

 

 

 

 

・発生未確認期において、県内における鳥インフルエンザのヒトへの感染確 

認された場合（フェーズ３Ｃ） 

・ＷＨＯがフェーズ４を宣言した場合またはＷＨＯ及び周辺国を含む諸外国の 

動向等から必要があると判断した場合。 

・知事が必要と認めた場合 

新型インフルエンザ対策行動計画＜社会対応版＞の作成が必要 



（２）対策本部の構成

事務局長（防災危機管理部副部長）

防災危機管理部

教育委員会

広聴広報班

総合対策グループ

医療グループ

救援物資グループ

情報グループ

警察部

副本部長（副知事、
防災危機管理部
長、健康福祉部長）

本部長（知事）

広聴グループ

広報グループ

事務局長補佐（専門）

総務グループ

政策部

総括班

病院事業庁

企業庁

出納局

県土整備部

総務部

農水商工部

環境森林部

健康福祉部

生活・文化部

対策本部事務局 各部局等

本部員会議

 

（３） 地方対策部の構成 

地方対策部長
（県民センター所長）

総 括 班

医 療 班

地方対策部事務局

地方対策部副部長
(地方対策部長の指名職員）

地方対策部各部

防災危機管理部

農林水産環境部

地方対策部員会議

企 業 部

県土整備部

健康福祉部

 

 

 



（４）対策本部の機能 

    

  

 

 

 
 
 
４ 情報の収集 

（１） 発生未確認期における情報の収集 

各部局等は、新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザの発生状況に関する 

情報を収集し、対策の初動を円滑にする。 

（２） 海外発生期以降における情報の収集 

海外及び国内・県内における発生状況を収集し、対策を円滑にするとともに、 

社会状況に関する情報を収集し、県民生活への影響を最小限にする。 

 

５ 情報の提供 

 県民、市民、関係団体・事業所等に情報を提供し、感染予防対策等先行的な対策

を促す。 

 
６ 相談窓口 

 

 

 

 

 

 

 

・情報の共有、医療及び感染の拡大防止 

・県内への社会的影響の軽減方策の検討等 

・各部：対策本部の方針に基づく必要な措置及び感染拡大防止等の実施 

・地方対策部：地方対策部長が本部長の命を受け、市町及び地域機関その他の関

係機関と連携し、対策を実施 

・本庁及び各地域において、発生状況の照会、感染予防対策、健康・生活・仕

事など共通の相談、要望、苦情などに対応するために相談窓口を設置 

・各保健所に設置する発熱相談センターでの情報提供や知識の普及、受診可能

な医療機関の紹介 

・国、市町及びその他関係機関の相談窓口とリンクした相談機能の発揮 

・県民からの問い合わせに的確に対応できるようＱ＆Ａを作成 



７ 各フェーズにおける対応 

（１） 発生未確認期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海外発生期 

 項   目  概     要 

危機管理体制 新型インフルエンザ対策本部の設置 
新型インフルエンザに関する情報の一元化、共有化 
ライフライン機能維持のための対策等の検討 
市町及び事業者に対する情報提供、注意喚起 
情報連絡体制の確立 

情報収集と提供 海外での発生状況、国内での発生の兆候、県民生活に影
響を及ぼす社会・経済活動等の情報収集 
発生状況の情報提供と感染予防対策の普及啓発 

水際対策 国が行う水際対策への協力 
必要に応じた警戒活動等の実施 

感染予防 国内感染が拡大した場合の感染防止対策の準備 
感染予防の周知徹底 

社会機能の維持 生活物資等の流通と価格の安定、ライフライン等の確保
及び交通機関の確保への対策準備 
事業者、生産者への感染予防対策の要請 
社会機能維持に関わる事業者等に対し、新型インフルエ
ンザ流行時の業務の運営体制への移行準備の要請 

行政サービスの維
持 

県内発生を想定した所管業務の優先順位化、応援態勢の
確認 
欠勤職員の増加を想定した所管事業の取扱いの検討 
要員が不足した場合に対応可能な職員等の確認 

広報と相談窓口の
設置 

県内発生に備えた普及啓発の実施 
各保健所に発熱相談センターを設置し、情報提供や知識
の普及、受診可能な医療機関の紹介等を実施 

 

 項   目  概     要 

危機管理体制 情報連絡体制の強化（推進会議の設置及び開催） 
感染予防対策及び普及啓発の実施 
業務継続ができる準備の実施 

情報収集と提供 新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザの発生状況に
関する情報の収集、提供 

感染予防 感染予防対策及び感染予防策の普及啓発 

社会機能の維持 流行時の業務の運営体制についての検討の要請、支援 

行政サービスの維
持 

初動部門の体制及び初動部門への応援体制等の整備 
欠勤職員の増加を想定した所管事業の取扱いの検討 

広報と相談窓口の
設置 

新型インフルエンザの基礎知識と予防策等の広報 
相談に対応するための Q&A 及び対応マニュアル等の作成 



（３）国内発生期 

 項   目  概     要 

危機管理体制 新型インフルエンザに関する情報の一元化、共有化、県
内発生の監視 
ライフライン機能維持のための対策、要員確保、感染予
防対策等の実施 
市町及び事業者等に対する情報提供、注意喚起の実施 

情報収集と提供 感染防止のための発生状況、兆候等の情報の入手 
県民生活に影響する状況、兆候を早期に把握し、社会混
乱を未然に防止 

水際対策 国と連携したウイルス感染者の侵入防止 

封じ込め対策 地域封じ込めが隣接県で行われる場合、県民に情報提供
し、不安の除去と注意喚起 
当該県に対する可能で必要な協力 

感染防止 県内発生に備えた感染者の早期確認及び医療の確保 
県民への感染予防についての啓発の徹底 

社会機能の維持 生活物資等の流通と価格の安定、ライフライン等の確保
及び交通機関の確保への対策の実施 
事業者、生産者への感染予防対策の要請 
社会機能維持に関わる事業者等に対し、新型インフルエ
ンザ流行時の業務の運営体制への移行の要請 

行政サービスの維
持 

感染職員の増加を想定し、業務継続計画等に基づいた優
先順位の高い必要な業務の継続 
必要な職員の確保や臨時的な人員配置の見直しの検討 

広報と相談窓口の
設置 

あらゆる手段による普及啓発の実施、記者会見等による
注意喚起の実施 
各保健所に発熱相談センターを設置し、情報提供や知識
の普及、受診可能な医療機関の紹介による不安解消や適
切な治療及び感染拡大の防止 

 

（４）県内発生期 

 項   目  概     要 

危機管理体制 新型インフルエンザに関する情報の一元化、共有化 
ライフライン機能維持のための対策、要員確保、感染拡
大防止策等の実施 
市町及び事業者等に対する情報提供、注意喚起の実施 

情報収集と提供 感染拡大防止のための発生状況等の情報の入手 
県民生活に影響する状況を早期に把握し、社会混乱を未
然に防止 

封じ込め対策 発生初期における早期の対応による感染拡大の防止 

感染拡大防止 県内における感染拡大の防止 
感染者に対する医療の確保と感染予防についての啓発の
徹底 



社会機能の維持 生活物資等の流通と価格の安定、ライフライン等の確保
及び交通機関への対策の実施 
社会機能維持に関わる事業者等に対する新型インフルエ
ンザ流行時の業務の運営体制への移行の要請 

行政サービスの維
持 

感染職員の増加を想定し、業務継続計画等に基づいた優
先順位の高い必要な業務の継続 
必要な職員の確保や臨時的な人員配置の見直しの検討 
職場内での感染防止対策及び部内の業務継続対策の実施 

広報と相談窓口の
設置 

県内での発生情報、県の対処策、不安の解消、注意換気
等の実施 
発熱相談センターでの情報提供や知識の普及、受診可能
な医療機関の紹介による不安解消や適切な治療及び感染
拡大の防止 

 

（５） 大規模流行期 

   県内発生段階から実施している対策の継続もしくは強化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
この行動計画は、あくまで現時点の状況に基づき暫定版として策定されたもの
であり、国の指針等、今後の状況を踏まえ、適宜修正していくものとする。 
 

 

 




